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【参考８】 

洗浄剤・化粧品等に係る排出量 

 

洗浄剤・化粧品等の成分として使用される対象化学物質は、界面活性剤として使われる物質と、中和

剤として使われる物質（洗浄剤のみ）がある。本項では、それらの 2 つの用途に分けて排出量の推計方

法を示す。 

 

Ⅰ 界面活性剤 

１． 届出外排出量として考えられる排出 

界面活性剤は表 1 に示す需要分野の製品で成分として使用されている。このうち、化粧品、身体用洗

浄剤、洗濯・台所・住宅用等洗浄剤については、ほとんどが家庭で使用され環境中へ排出されていると

考えられる。また、業務用洗浄剤等については主に飲食業（食器洗い）や建物サービス業（フロア清掃）

などの分野での使用が考えられる（表 1）。 
 

表 1 界面活性剤の需要分野と推計区分との対応 

需要分野 
届出外排出量 

家庭 非対象業種 

化粧品 ○  

身体用洗浄剤 ○  

洗濯・台所・住宅用等洗浄剤 ○  

業務用洗浄剤等  ○ 

肥料  ○ 
 

２． 推計を行う対象化学物質 

日本界面活性剤工業会及び日本石鹸洗剤工業会によると、界面活性剤として使用されている対象化

学物質は表 2に示す 6物質であり、これらについて推計を行う。 
 

表 2 界面活性剤の対象化学物質と出荷量（平成 21年度） 

物質
番号 

対象化学物質名 略称 備考 
全国出荷量 
（t/年） 

24 
直鎖アルキルベンゼンスルホン酸及びそ
の塩（アルキル基の炭素数が 10から 14ま
でのもの及びその混合物に限る） 

LAS  53,357 

166 N,N-ジメチルドデシルアミン=N-オキシド AO アミンオキサイドの一部 3,953 

251 
ビス（水素化牛脂）ジメチルアンモニウム=
クロリド 

DAC 
ジアルキルカチオンの一

部 
209 

307 
ポリ（オキシエチレン）＝アルキルエーテ
ル（アルキル基の炭素数が 12から 15まで
のもの及びその混合物に限る） 

AE  117,985 

308 
ポリ（オキシエチレン）=オクチルフェニル
エーテル 

OPE 
p-オクチルフェノールが原

料 
411 

309 
ポリ（オキシエチレン）=ノニルフェニルエ
ーテル 

NPE ノニルフェノールが原料 1,450 

注1：日本界面活性剤工業会・日本石鹸洗剤工業会調べ（平成22年度調査） 

注2：全国出荷量は、対象業種への全国出荷量と「農薬」における推計値を除外している。 
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３． 推計方法 

対象化学物質別・需要分野別の全国出荷量（ｔ/年）が把握できるため、推計対象年度の全国出荷量

は全量使用され、排出されると仮定する。使用量は人口（人）等に比例すると仮定し、都道府県別の出

荷量が算出できる。ただし、ＰＲＴＲにおける届出外排出量としては、下水道へ移行する数量が含まれな

いため、都道府県別の下水道普及率及び合併浄化槽の普及率・除去率を考慮し、下水道への移動量

及び浄化槽で除去される量を差し引くことにより、公共用水域への排出量が算出される（図 1）。 

 

 

注1：需要分野とは「化粧品」、「身体用洗浄剤」等を示す。 

注2：「肥料」は全量が環境中に排出される（下水道普及率は考慮しない）。 

図１ 洗浄剤・化粧品等（界面活性剤）に係る排出量の推計フロー 

 

４． 推計結果 

洗浄剤・化粧品等（界面活性剤）に係る排出量推計結果を図 2、表 3に示す。界面活性剤に係る対象

化学物質（6物質）の排出量の合計は約 42千 t と推計される。 

 

図 2 洗浄剤・化粧品等（界面活性剤）に係る排出量の推計結果（平成 21年度；全国） 

都道府県別・需要分野別・対象化学
物質別の水域への排出量（ｔ/年）

水域への排
出率(=100%)

都道府県別・需要分野別・対象
化学物質別の出荷量（ｔ/年）

需要分野別・対象化学物質
別の全国出荷量（ｔ/年）

都道府県別・需要分野別・対象化学物質別
の公共用水域への届出外排出量（ｔ/年）

都道府県別の下水
道普及率等(%)

都道府県別の
人口（人）等
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約 42 千 t/ 年 
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表 3 洗浄剤・化粧品等（界面活性剤）に係る排出量推計結果（平成 21年度；全国） 

対象化学物質 全国の届出外排出量（kg/年） 

物質
番号 

物質名 
対象
業種 

非対象 

業種 
家庭 移動体 合計 

24 

直鎖アルキルベンゼンスルホン酸及

びその塩（アルキル基の炭素数が 10

から 14までのもの及びその混合物に

限る） 

 1,564,741 10,885,312   12,450,053 

166 
Ｎ,Ｎ-ジメチルドデシルアミン＝Ｎ-オ

キシド 
 74,793 838,706   913,500 

251 
ビス（水素化牛脂）ジメチルアンモニ

ウム＝クロリド 
 40,329 7,865   48,194 

307 

ポリ（オキシエチレン）＝アルキルエ

ーテル（アルキル基の炭素数が 12か

ら 15までのもの及びその混合物に限

る） 

 5,061,135 22,467,079   27,528,214 

308 
ポリ（オキシエチレン）＝オクチルフェ

ニルエーテル 
 255,581 6,541   262,122 

309 
ポリ（オキシエチレン）＝ノニルフェニ

ルエーテル 
 443,793 6,541   450,334 

合 計  7,440,373 34,212,045   41,652,418 
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Ⅱ 中和剤等 

１． 届出外排出量と考えられる排出 

日本石鹸洗剤工業会によると、中和剤等は家庭用洗浄剤のうち主に住宅用及び洗濯用のものと業務

用洗浄剤に使用されている。家庭用のものについては使用場所で全量が排出されると考えられ、推計

対象となる。また、業務用洗浄剤については、飲食店、建物サービス業等で使用されるものが推計対象

となる。 
 

２． 推計を行う対象化学物質 

洗浄剤の中和剤等として使用される 2-アミノエタノール（物質番号：16）、エチレンジアミン四酢酸（物

質番号：47）について推計を行う。2－アミノエタノールは洗浄剤の製造段階で塩になるものがあるものの、

使用段階では容易に解離して 2-アミノエタノールになり、使用量の全量が水域へ排出されるものと考え

られる。 
 

３． 推計方法 

推計対象年度の全国出荷量は全量使用され、排出されると仮定する。需要分野別の全国出荷量が

把握できるため、家庭用は世帯数等に比例すると仮定し、業務用については飲食店や建物サービス業

等の従業員数等に比例すると仮定して都道府県別の届出外排出量を算出する。ただし、排出された対

象化学物質は、界面活性剤同様、公共用水域と下水道に区分する必要があるため、下水道普及率を考

慮し、下水道への移動量を差し引いている。 

なお、合併浄化槽による除去率については、現時点では利用可能なデータが得られないため、今回

の推計においては考慮しないこととした。 

 

 

図３ 洗浄剤・化粧品等（中和剤等）に係る排出量の推計フロー 
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４． 推計結果 

洗浄剤・化粧品等（中和剤等）に係る排出量推計結果を表 4 に示す。中和剤等に係る届出外排出量

の合計は約 1.4千 t と推計される。 

 

図 4 対象化学物質の全国使用量（平成 21年度） 

 

 

表 4 洗浄剤・化粧品等（中和剤等）に係る排出量推計結果（平成 21年度；全国） 

対象化学物質 全国の届出外排出量（kg/年） 

物質

番号 
物質名 対象業種 非対象業種 家庭 移動体 合 計 

16 ２－アミノエタノール  88,678 1,249,284  1,337,963 

47 エチレンジアミン四酢酸   13,014  13,014 

合 計  88,678 1,262,298  1,350,977 

 

 

 

 

公共用水域

33%

下水道（推

計対象外）

67%

平成21年度

エチレンジアミン

四酢酸の

全国使用量

40t/年

公共用水域
31%

下水道（推

計対象外）

68%

対象業種等

（推計対象
外） 0.7%

平成21年度

2-アミノエタノール

の全国使用量

約4.3千t/年


